申請書等の様式

1. 開発許可申請書（別記様式二（第十六条））
2. 資金計画書（別記様式第三（第十六条関係））
3. 工事完了届出書（別記様式第四（第二十九条関係）
4. 公共施設工事完了届出書（別記様式第五（第二十九条関係））
5. 開発行為に関する工事の廃止の届出書（別記様式第八（第三十二条関係））
6. 設計説明書その１（様式第２号（第２条関係））
7. 　　　〃　　　その２
8. 開発行為施行同意書（様式第３号（第２条関係））
9. 開発区域内権利者一覧表（様式第３号（付表））
10. 建築物特例許可申請書（様式第４号（第２条関係））
11. 予定建築物以外の建築許可申請書（様式第５号（第２条関係））
12. 地位承継承認申請書（様式第６号（第２条関係））
13. 設計者の資格調書（様式第８号（第３条関係））
14. 工事施工者の能力調書（様式第９号（第３条関係））
15. 申請者の資力・信用調書（様式第１０号（第３条関係））
16. 工事着手届（様式第１１号（第４条関係））
17. 建築物概要書（様式第１２号（第５条関係））
18. 地位承継届出書（一般承継）　（様式第１３号（第６条関係））
19. 開発行為変更許可申請書（別紙－４様式）
20. 開発行為変更届出書（別紙－６様式）
21. 工事完了公告前の建築物の建築又は特定工作物の建設承認申請書（別紙－７様式）
22. 開発許可等不要証明申請書（様式第１５号（第８条関係））
23. 建築許可等不要証明申請書（別紙－９様式）
24. 開発行為協議書（別紙－１２様式）
25. 暴力団等に該当しない旨の誓約書（別紙－１４様式）
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　正　 別記様式第二（第十六条関係）
開 発 行 為 許 可 申 請 書
	都市計画法第29条の規定により、開発行為の許可を申請します。
　　年　　月　　日
　　（あて先）紀の川市長
　　　　　　　　　　　許可申請者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　
	※手数料欄


	開
発
行
為
の
概
要
	１　開発区域に含まれる地域の名称
	

	
	２　開発区域の面積
	平方メートル

	
	３　予定建築物等の用途
	

	
	４　工事施行者住所氏名
	

	
	５　工事着手予定年月日
	　　　年　　　月　　　日

	
	６　工事完了予定年月日
	　　　　年　　　月　　　日

	
	７
	自己の居住の用に供するもの、自己
の業務の用に供するもの、その他の
ものの別
	

	
	８　法第34条の該当号及び該当する理由
	

	
	９　その他の必要な事項
	

	※　受付番号
	　　年　　月　　日　　　　　第　　　　　　　号

	※　許可に付した条件
	

	※　許可番号
	　　年　　月　　日　　　　　第　　　　　　　号


備考　１　宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和36年法律第191号）第10条第1項の宅地造成等工事規制区域内において行われる宅地造成又は特定盛土等に関する工事は、本許可を受けることにより、同法第12条第1項の許可を受けたものとみなされます。
２　宅地造成及び特定盛土等規制法第 26 条第 1 項の特定盛土等規制区域内において行われる特定盛土等に関する工事は、本許可を受けることにより、同法第 30 条第 1 項の許可を受けたものとみなされます。
３ 　津波防災地域づくりに関する法律（平成23 年法律123 号）第73 条第1 項の特定開発行為は、本許可を受けることにより、同項の許可を受けたものとみなされます。
　　　４　許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。
　　　５　※のある欄は記載しないこと。
　　　６　「法第34条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調整区域内において行われる場合に記載すること。
　　　７　「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。
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別記様式第三（第十六条関係）
	
資　　金　　計　　画　　書

１　収　支　計　画
（単位　千円）

	科　　　　目
	金　　　　額

	収


入
	処　　　　分　　　　収　　　　入
宅　地　処　分　収　入


補助負担金


自　　　己　　　資　　　金
計
	

	支


出
	用地費
工事費
整地工事費
道路工事費
排水施設工事費
給水施設工事費
擁壁施設工事費

附帯工事費
事務費
借入金利息



　　　　　　　　　計
	






２　年度別資金計画
（単位　千円）
	　　　　　　　　　　　　　　　　　年　度
　科　目
	　年度
	　年度
	　年度
	計

	支



出
	事業費
　　用地費
　　工事費
　　附帯工事費
　　事務費
　　借入金利息

借入金償還金

　　　　　　　　　計
	
	
	
	

	収



入
	自己資金
借入金

処分収入
　　宅地処分収入

補助負担金



計
	
	
	
	

	借　入　金　の　借　入　先
	
	
	
	










別記様式第四（第二十九条関係）
	
工　事　完　了　届　出　書

　　　年　　　月　　　日

　　（あて先）紀の川市長


届出者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　

　　都市計画法第36条第１項の規定により、開発行為に関する工事（許可番号　　　年　　　月　　日　第　　　　号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。

記

１　工事完了年月日　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日
２　工事を完了した開発区域又は
　　工区に含まれる地域の名称


	※　受付番号
	　　　　年　　　　月　　　　日　　第　　　　号

	※　検査年月日
	　　　　年　　　　月　　　　日

	※　検査結果
	合　　　　　否

	※　検査済証番号
	　　　　年　　　　月　　　　日　　第　　　　号

	※　工事完了公告年月日
	　　　　年　　　　月　　　　日

	備　考　　　※印のある欄は記載しないこと。


 


別記様式第五（第二十九条関係）
	
公共施設工事完了届出書

　　　年　　　月　　　日

　　　（あて先）紀の川市長


届出者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　


　　都市計画法第36条第１項の規定により、公共施設に関する工事（許可番号　　　年　　　月　　　日　第　　　　号）が下記のとおり完了しましたので届け出ます。

記

１　工事完了年月日　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日
２　工事を完了した公共施設が存する開発
区域又は工区に含まれる地域の名称
３　工事を完了した公共施設

	※　受付番号
	　　　　年　　　　月　　　　日　　第　　　　号

	※　検査年月日
	　　　　年　　　　月　　　　日

	※　検査結果
	合　　　　　否

	※　検査済証番号
	　　　　年　　　　月　　　　日　　第　　　　号

	※　工事完了公告年月日
	　　　　年　　　　月　　　　日

	備　考　１　届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。
２　※印のある欄は記載しないこと。





別記様式第八（第三十二条関係）
	
開発行為に関する工事の廃止の届出書

　　　　年　　　　月　　　　日


　　　（あて先）紀の川市長


届出者住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　


　都市計画法第38条の規定により、開発行為に関する工事（許可番号　　　　　　年　　　　月　　　　日　第　　　　号）を下記のとおり廃止しましたので届け出ます。

記

１．開発行為に関する工事を廃止
　　した年月日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日



２．開発行為に関する工事の廃止
　　に係る地域の名称



３．開発行為に関する工事の廃止
　　に係る地域の面積



備考　１　届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。







様式第２号（第２条関係）
設　計　説　明　書（その１）
	開発区域（工区）の名称
	
	申請者氏　名
	

	予定戸数　　　　　　　　戸
	計画人口　　　　　　　　人
	人口密度　　　　　　人／ha

	設計の方針
	目　　　　的
	

	
	方　　　　針
	

	地域地区等
	ア、都市計画区域内
イ、都市計画区域外
ウ、宅地造成等工事規制区域
エ、特定盛土等規制区域
	用途地域等
	

	
	
	その他
	

	土地の現況
	地

目
	区　　　分
	宅地
	農地
	山林
	国有地
	その他
	合　計

	
	
	面　積（㎡）
	　　　　　
	　　　　　
	　　　　　
	　　　　　
	　　　　　
	　　　　　　

	
	
	　比　　　率
	％
	％
	％
	％
	％
	１００％　　　　　　

	
	所有者別
	区　　　分
	自己所有 
	買収予定 
	地主還元 
	そ の 他 
	合　計  

	
	
	　面　積（㎡）
	　　　　　　
	　　　　　　
	　　　　　　
	　　　　　　
	　　　　　　

	
	
	　比　　　率
	％
	％
	％
	％
	１００％　　　　　　

	土地の
利用計画
	　区　　　分
	一般宅地
	公益施設
	公園等
	道　路
	その他
	合　計

	
	　面　積（㎡）
	
	
	
	
	
	

	
	　比　　　率
	％
	％
	％
	％
	％
	１００％　　　　　　

	公共施設の整備計画
	種　　類
	計　　画　　概　　要
	管理予定者

	
	道路
	幅員　　　　全長　　　　勾配　　　　路面
	

	
	排水施設
	方　法　　　　　　　　　　　構　造
放流先　　　　　　　　　　　管理者
	

	
	給水施設
	
	

	
	ガス供給施設
	
	

	
	公園、緑地、広場
	
	

	
	消防施設
	
	

	
	公益的施設
	
	

	
	その他
	
	


注　１．設計の方針欄には、計画上周辺との関連や施工地の問題で特に注意した事項を記入すること。
　　２．公共施設の整備計画欄の公益的施設には、法第29条第３号及び政令第27条の公益的施設について記入すること。
　　３．地域地区欄については、該当するものを　　　　で囲むこと。

設　計　説　明　書（その２　公共施設の整備計画）
	公共施設の種類
	番　号
	概　　　要
	管　理　者
	用地の帰属
	摘　　要

	
	
	幅　員
	延　長
	面　積
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	


注　１．この欄は、法第４条第10項に定める公共施設を記入すること。
　　２．摘要欄は、費用負担の状況を記入すること。
　　３．実測図に基づく公共施設の新旧対象図を添付すること。
　　４．番号は、図面記載の番号と一致させること。


様式第３号（第２条関係）
	開 発 行 為 施 行 同 意 書
　　　年　　　月　　　日

開発行為をしようとする者の
住所氏名又は名称


様


　住所
　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　


私が権利を有する次の物件について、都市計画法の規定により開発行為を行うことに同意します。
なお、当該物件が公共施設の用に供する土地となった場合についても意義ありません。

	物件の種類
	所　在　地
	面　積
	権利の種類
	摘　要

	
	
	
	
	







付　表
	開 発 区 域 内 権 利 者 一 覧 表
	物件の種類
	所　在　地
	権利の種別
	権利者の氏名
又は名称
	同意の
有　無
	摘　要

	
	
	
	
	
	


注　１．物件の種類欄には、土地、建物等の別を記入すること。
　　２．権利の種類欄には、所有権、抵当権等の別を記入すること。
　　３．同意の有無欄には、協議中であればその旨を記入し、その経過を摘要欄に記入すること。
　　４．２人以上の権利者がある場合、その旨を記入すること。




様式第４号（第２条関係）

建 築 物 特 例 許 可 申 請 書
	
都市計画法第41条第２項ただし書の規定による建築の許可を申請します。

　　　年　　　月　　　日

　　（あて先）紀の川市長


　　　　　　　　　　　　　許可申請者
住所
　　　　             　　　　　 氏名  　　　　　　　　　　　
	※手数料欄

	
	





	１．開発許可番号
	　　　年　　　月　　　日　　第　　　　　　号

	２．定められた制限内容
	

	３．建築物の用途
	

	４．建築物を建築しようと
する土地の所在、地番
	

	５．許可を受ける
　　具体的内容
	

	６．申請理由
	

	※　受　付　番　号
	　　　　　　　年　　　月　　　日　　第　　　　　　号

	※　許可に付した条件
	

	※　許　可　番　号
	　　　　　　　年　　　月　　　日　　第　　　　　　号

	※審査
	

	　注１．※印欄は、記入しないこと。




様式第５号（第２条関係）

予定建築物等以外の建築等許可申請書
	 (
の新築
への
改築
への
用途変更
の新設
)都市計画法第42条第１項ただし書の規定により予定建築物等以外の
建　築　物　
　特定工作物　　　　　　　　　　の許可を申請します。　　


　　　年　　　月　　　日

　　（あて先）紀の川市長

　　　　　　　　　　　　　許可申請者
住所
　　　　             　　　　　 氏名  　　　　　　　　　　　　
	※手数料欄

	
	





	１．開発許可番号
	　　　年　　　月　　　日　　第　　　　　　号

	２．予定建築物等の用途
	

	３．土地の所在地番
	

	４．変更後の建築物等の用途
	

	５．法第３４条の該当号
	

	６．変更理由
	

	※　受　付　番　号
	　　　　　　　年　　　月　　　日　　第　　　　　　号

	※　許可に付した条件
	

	※　許　可　番　号
	　　　　　　　年　　　月　　　日　　第　　　　　　号

	※審査
	

	注１．※印欄は、記入しないこと。
　　２．５欄は、変更後の建築物等が法第34条第１号から第８号のいずれかに該当する場合のみ記入すること。　　






様式第６号（第２条関係）

地 位 承 継 承 認 申 請 書
	
　　　年　　　月　　　日


　（あて先）紀の川市長

　　　　　　　　　　　　　　　　

申請者
	※手数料欄

	
	





	
	

	住所
　　　　             　　　　　 　  氏名  　　　　　　　　　　　　　
 (
開発
建築
)
都市計画法第45条の規定により、　　　　許可に基づく地位を承継したいので、次のとおり申請します。

	許可番号
	　　　年　　　月　　　日　　第　　　　　　号

	被 承 継 人　 　住　所
氏　名
	

	　承　　継　　理　　由
	

	承継した開発区域に
含まれる地域の名称
及　び　面　積
	

	承継年月日
	　　　　　　　年　　　月　　　日　　第　　　　　　号

	※受付処理欄
	

	
注１．※印欄は、記入しないこと。
　　２．所有権その他の権限を取得したことを証する書類、申請者の資力信用調査および工事施工者の工事能力調書を添付すること。




様式第８号（第３条関係）
	設 計 者 の 資 格 調 書

	ふりがな
	
	生年月日
	大正
昭和
	年　　月　　日

	氏　　名
	
	
	
	

	住　　所
	
　　　　　　　　　　（電話）

	技術士・
建築士等
の 資 格
	資　　格　　内　　容
	取 得 年 月 日
	登 録 番 号

	
	
	
	

	最終学歴
	　　　　　年　　　月　　　日　　　卒業・中退
　学校名　　　　　　　　　　　　　　学科名　　　　　　　　　　　修業年数　　　　年

	実務経歴
	勤　務　先
	所　在　地
	職　名
	在　職　期　間

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	設計経歴
	事　業　主　体
	工 事 施 行 者
	施　行　場　所
	面　積
	許可番号年月日

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	都市計画法施行規則第19条の該当資格
	１号
２号
	イ　　ロ　　ハ　　ニ
ホ　　ヘ　　ト

	注　１．実務経歴及び設計経歴には、宅地開発のみについて記入すること。
　　２．技術士等の資格の証明書、卒業証明書、実務経歴等の証明書を添付すること。







様式第９号（第３条関係）
	工 事 施 行 者 の 能 力 調 書

	住所又は
所在地
	
（電話）

	氏名又は
名所及び
代表者氏名
	

	建設業の

登録等
	
	設 立 年 月 日
	　　年　　　月　　　日

	
	
	資本金
	　　　　　　　　　千円

	
	
	取引金融機関
	

	建設業法第26条による
主任技術者住所氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話）

	従業員数
	事　務
	技　術
	その他
	計
	前年度
納税額
	法人税または所得税
	事　　業　　税

	
	人
	人
	人
	人
	
	千円
	千円

	技術者略歴
	氏　　　名
	職　　名
	年齢
	在社年数
	資格・免許・学歴その他

	
	
	
	才
	年
	

	
	
	
	才
	年
	

	
	
	
	才
	年
	

	
	
	
	才
	年
	

	
	
	
	才
	年
	

	宅地造成工事等施行歴
	発　注　者　名
	工 事 施 行 場 所
	面　積
	工 事 期 間
	備　考

	
	
	
	㎡
	～
	

	
	
	
	㎡
	～
	

	
	
	
	㎡
	～
	

	
	
	
	㎡
	～
	

	
	
	
	㎡
	～
	

	
	
	
	㎡
	～
	

	注　工事施行者の事業経歴書及び建設業の登録写しを添付すること。



様式第10号（第３条関係、第６条関係）
	申 請 者 の 資 力 ・ 信 用 調 書

	住所又は
所在地
	
（電話）

	氏名又は
名所及び
代表者氏名
	

	登　録　等
法令による
	
	設 立 年 月 日
	　年　　　月　　　日

	
	
	資本金
	　　　　　　　　千円

	
	
	取引金融機関
	

	
工事管理者住所氏名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（電話）

	従業員数
	事　務
	技　術
	その他
	計
	前年度
納税額
	法人税または所得税
	事　　業　　税

	
	人
	人
	人
	人
	
	千円
	千円

	役員略歴
	氏　　　名
	職　　名
	年齢
	在社年数
	資格・免許・学歴その他

	
	
	
	才
	年
	

	
	
	
	才
	年
	

	
	
	
	才
	年
	

	
	
	
	才
	年
	

	
	
	
	才
	年
	

	宅地造成工事等施行歴
	工　事　名
	施 行 場 所
	面　積
	工 事 期 間
	備　考

	
	
	
	㎡
	～
	

	
	
	
	㎡
	～
	

	
	
	
	㎡
	～
	

	
	
	
	㎡
	～
	

	
	
	
	㎡
	～
	

	
	
	
	㎡
	～
	

	注　法人税又は所得税の納税証明書添付すること。




様式第11号（第４条関係）
	工　事　着　手　届

　　　年　　　月　　　日
　　（あて先）紀の川市長

届出者　住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　

　開発行為に関する工事に着手したいので、紀の川市都市計画法施行細則第４条の規定により届け出ます。


	開発許可年月日
及び許可番号
	　　　　年　　　　月　　　　日　　　　第　　　　　　号

	開発区域に含ま
れる地域の名称
	

	工事着手年月日
	年　　　　月　　　　日

	工事施行者
住所　氏名
	

	工事管理者
	住所氏名
	

	
	連絡場所
	（電話）

	
	資格、免許等
	

	主任技術者
	住所氏名
	

	
	連絡場所
	　　　　　　　　　　　　　　　　（電話）

	
	資格、免許等
	

	※受付処理欄
	


	※欄は、記入しないこと。



様式第12号（第５条関係）
	建　築　物　概　要　書
	主要用途
	

	
	申 請 部 分
	申請以外の部分
	合　　　計
	建 ぺ い 率

	敷　地　面　積
	㎡
	㎡
	㎡
	建築面積
敷地面積

％

	建　築　面　積
	㎡
	㎡
	㎡
	

	延　べ　面　積
	㎡
	㎡
	㎡
	

	建 築 物 棟 別 概 要

	用　途
	工事種別
	構　造
	階数
	建築面積
	延べ面積
	外壁仕上
	最高の
高　さ
	最高の
軒　高

	
	
	
	
	㎡
	㎡
	
	ｍ
	ｍ

	
	
	
	
	㎡
	㎡
	
	ｍ
	ｍ

	
	
	
	
	㎡
	㎡
	
	ｍ
	ｍ

	
	
	
	
	㎡
	㎡
	
	ｍ
	ｍ

	
	
	
	
	㎡
	㎡
	
	ｍ
	ｍ

	
	
	
	
	㎡
	㎡
	
	ｍ
	ｍ

	
	
	
	
	㎡
	㎡
	
	ｍ
	ｍ

	（備考）


※建蔽率＝建築面積÷敷地面積




様式第13号（第６条関係）
	地　位　承　継　届　出　書

　　　　年　　　　月　　　　日

　　（あて先）紀の川市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　承継人　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　

　　都市計画法第44条の規定により開発（建築）許可に基づく地位を承継したので、紀の川市都市計画法施行細則第８条第１項の規定により次のとおり届け出ます。

	許可年月日番号
	　　　　　　年　　　　月　　　　日　　　　第　　　　　号

	被承継人　住所
　　　　　氏名
	

	承継の理由
	

	開発区域に含ま
れる地域の名称
面積
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　番地（　　　　　）㎡

	承継年月日
	

	※受　付　欄
	


注　１．※印欄は記入しないこと。
２．承継の理由が相続の場合は承継者の戸籍謄本等を合併の場合は合併後の登記簿謄本をそれぞれ添付すること。









別紙－４様式
開 発 行 為 変 更 許 可 申 請 書
	都市計画法第35条の2第1項の規定により、開発行為の変更の許可を申請します。
　　年　　　月　　　日
　　（あて先）紀の川市長

　　　　　　　　　　　許可申請者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　
	※手数料欄


	開
発
行
為
の
概
要
	１　開発区域に含まれる地域の名称
	

	
	２　開発区域の面積
	平方メートル

	
	３　予定建築物等の用途
	

	
	４　工事施行者住所氏名
	

	
	５
	自己の居住の用に供するもの、自己の業務の用に供するもの、その他のものの別
	

	
	６　法第34条の該当号及び該当する理由
	

	
	７　その他の必要な事項
	

	開発許可の許可番号
	　　　　年　　　　　月　　　　　日　　　　第　　　　　　　号

	変更の理由
	

	※受付番号
	　　　　年　　　　　月　　　　　日　　　　第　　　　　　　号

	※　変更の許可に
付した条件
	

	※　変更の許可の
許可番号
	　　　　年　　　　　月　　　　　日　　　　第　　　　　　　号


備考　１　変更許可申請者又は工事施行者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。
２　※のある欄は記載しないこと。
３　「法第34条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為の変更が市街化調整区域内において行われる場合に記載すること。
　　　４　「その他必要な事項」の欄には、開発行為の変更を行うことについて、農地法その他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。
　　　５　開発行為の変更の概要（「その他必要な事項」を除く。）は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。








別紙―６様式
開 発 行 為 変 更 届 出 書
	
　　　年　　　月　　　日

（あて先）紀の川市長


　　　　　　　　　　　　　　届出者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　
都市計画法第35条の2第3項の規定に基づき、開発行為の変更について、下記により届け出ます。

記

１　変更に係る事項



２　変更の理由


３　開発許可の番号　　　　　　　　　　　年　　　　月　　　　日　　第　　　　　　号

	※　受　付　欄
	※　受　理　欄

	※　備　　　考
	



備　考　１　変更届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載すること。
２　※印のある欄は記載しないこと。
　　　　　３　変更に係る事項は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。



別紙－７様式
工事完了公告前の建築物の建築又は
特定工作物の建設承認申請書
	 (
建　
築　物
特定工作物
)都市計画法第37条第１号の規定により開発行為に関する工事の完了公告前の　　　
 (
建　築
建　設
)の　　　　　　を承認されたく申請します。

　　　　年　　　　月　　　　日
　　（あて先）紀の川市長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　　

	開
発
許可
の
概
要
	１　開発許可を受けた者
の住所氏名
	

	
	２　開発許可番号
	　　　　年　　　　月　　　　日　　　　第　　　　　号

	
	３　開発区域に含まれる
地域の名称
	

	
	４　工事施行者住所氏名
	

	
	５　工事の着手完了予定日
	　年　　月　　日から　　　　年　　月　　日まで

	６　工事の進捗状況
	

	建築等の概要
	７　建築又は建築主
住所氏名
	

	
	８　所在地
	

	
	９　地積
	

	
	10　用途
	

	
	11　構造規模
	

	
	12　工期
	

	　　申請理由
	

	　　承認番号
	　　　　年　　　　月　　　　日　　　　第　　　　　号

	　　指示事項
	


　添付図面　位置図、造成計画平面図、土地利用計画平面図、建築物等関係図、工程表


様式第15号(第10条関係)
正
開 発 許 可 等 不 要 証 明 申 請 書
	 (
第
29
条
 
第
1
項
第
29
条
 
第
2
項
)
　都市計画法施行規則第60条の規定により、都市計画法　　　　　　　　　　の規定

による許可を要しないことの証明書の交付を申請します。

　　　　年　　　月　　　日

　（あて先）紀の川市長
申請者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　


	１
	建築主の住所　　及び氏名
	
（電話番号）　　　　　　　

	２
	申請地の所在、地番、地目、面積　　及び所有者氏名
	所　在
	

	
	
	地　番
	地　目
	面　積
	所有者氏名

	
	
	
	
	㎡
	

	
	
	総面積　実測　　　　　　　　　㎡

	３
	用途地域等
	□ 用途地域（　　　　　　　）　　□ 無指定

	４
	建築物等の用途
	

	５
	建築物等の構造　及び規模
	構造及び階数
	造　　　階建
	高さ
	ｍ

	
	
	建築面積
	㎡
	延べ面積
	㎡

	６
	造成計画概要
	造成行為
	□ 有（面積　　　　　㎡）　　□ 無

	
	
	擁壁新設
	□ 有（高さ　　　　　ｍ）　　□ 無

	７
	備考
	

	※受付年月日及び番号
	年　　　　月　　　　日　　第　　　　　号

	※証明年月日及び番号
	年　　　　月　　　　日　　第　　　　　号

	※受付欄
	
	※手数料欄


　注
　　１　※のある欄は記載しないこと。
　　２　３、６欄の□は該当する箇所にチェックを入れること。
別紙－９様式
建築許可不要証明申請書
正
	
都市計画法施行規則第60条の規定により、都市計画法第42条の規定による許可を要しないことを証する書面の交付を申請します。

　　　年　　　月　　　日

　（あて先）紀の川市長

申請者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　

	※手数料欄

	１
	建築主の住所　及び氏名
	



	２
	申請地の所在、　地目及び面積
	


	地目
	

	
	
	
	面積
	㎡

	３
	用途地域等
	
□用途地域（　　　　　　　　　）　　　　□無指定


	４
	建築物等の用途
	



	５
	建築物等の構造及び規模
	構造
	造　　　　建
	高さ
	ｍ

	
	
	建築面積
	㎡
	延べ面積
	㎡

	６
	備考
	



	※受付番号
	年　　　月　　　日　　　第　　　　　号

	※許可番号
	　　年　　　月　　　日　　　第　　　　　号

	※受付欄
	


注　※のある欄は記載しないこと。

　正　別紙－12様式
開 発 行 為 協 議 書
	都市計画法第34条の2規定により、開発行為の協議をします。
　　年　　月　　日
　　（あて先）紀の川市長
　　　　　　　　　　　　協議者　住所
　　　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　担当部署　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　担当者名

	※手数料欄


	開
発
行
為
の
概
要
	１　開発区域に含まれる地域の名称
	

	
	２　開発区域の面積
	平方メートル

	
	３　予定建築物等の用途
	

	
	４　工事施行者住所氏名
	

	
	５　工事着手予定年月日
	年　　月　　日

	
	６　工事完了予定年月日
	年　　月　　日

	
	７
	自己の居住の用に供するもの、自己
の業務の用に供するもの、その他の
ものの別
	

	
	８　法第34条の該当号及び該当する理由
	

	
	９　その他の必要な事項
	

	※　受付番号
	　　　　　年　　月　　日　　　　　第　　　　　　　号

	※　許可に付した条件
	

	※　許可番号
	


備考　１　※のある欄は記載しないこと。
　　　２　「法第34条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為が市街化調整区域内において行われる場合に記載すること。
　　　３　「その他必要な事項」の欄には、開発行為を行うことについて、農地法その他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。



別紙－１４様式

暴力団等に該当しない旨の誓約書


私（当法人・当組合を含む。）は、都市計画法に基づく許可申請を行うに当たって、次の事項について誓約します。 
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることになっても、異議は一切申し立てません。 
また、当方の個人情報を警察に提供することについて同意します。 


１ 私（当法人・当組合を含む。役職・氏名等は次表のとおり。）は次の（１）から（４）のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。 
	役職
	氏名
	性別
	生年月日
	住所

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


※法人又は組合の場合は、役員の役職・氏名等についても記載すること。 


（１） 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77 号。以下「法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 
（２） 暴力団員（法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）又は、暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者。 
（３） 法人又は組合であって、その役員のうちに（２）に該当する者があるもの 
（４） 暴力団員等がその事業活動を支配する者


２ １の誓約事項に反した場合若しくは誓約が虚偽であった場合、許可取消しの措置を受けたときは、これに異議なく応じます。 
 
 
年	　　月	　　日

紀の川市長 様 


申請者
住所
氏名
（法人・組合にあっては、名称及び代表者氏） (
都市計画法による開発許可制度の手引
き
改正・施行　平成
22
年
4
月
1
日
改正・施行　令和
8
年
1
月
9
日
発　行　
紀の川市
 
建設部
 
都市計画課
)
